
 

函館市保育 所等給食 原材料費 支援事 業費補助金 交付要綱  

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，函館市 保育所等 給食原材料 費支援事 業費補

助金（以下「補助金」という。）の交付に関し，函館市補助金等

交付規則（昭和６２年函館市規則第４３号）に定めるもののほか，

必要な事項を定めるものとする。 

（目的）  

第２条  こ の補助金 は，コロ ナ禍に おいて物価 高騰の影 響を受

け て い る 保 育 所 等 に 対 し ， 給 食 等 の 原 材 料 費 等 の 一 部 を 支 援

することに より，保 護者負担 となる 給食費を増 やすこと なく，

こ れ ま で ど お り の 栄 養 バ ラ ン ス や 量 を 保 っ た 給 食 を 提 供 す る

ことを目的 とする。  

（補助対象 者）  

第３条  補 助金の交 付の対象 となる 者は，市内 に所在す る次の

各号のいず れかに該 当する施 設（以 下「保育所 等」と いう。）

とする。  

(1) 児童福祉法 （昭和 ２２年法 律第 １６４号） 第３９条 第１

項に 規 定す る保 育 所で あ って ， 同法 第３ ５ 条第 ４項 の 認可

を得ている 施設  

(2) 就学前の子 どもに 関する教 育， 保育等の総 合的な提 供の

推進 に 関す る法 律 （平 成 １８ 年 法律 第７ ７ 号） 第２ 条 第６

項に規定す る認定こ ども園（ 幼稚園 型を除く。 ）  

(3) 児童福祉法第５９条の２第１項の規定に基づく届出を行 っ

ている認可 外保育施 設  

（補助対象 経費）  

第４条  補 助金の交 付の対象 となる 経費（以 下「 補助対象 経費」

という。） は，別表 １に定め るもの とする。  

（補助金の 額）  

第５条  補 助金の額 は，前条 に規定 する補助対 象経費の 全額と



別 表２ に 定 める 補 助 基 準額 と を 比較 し て少 な い 方の 額 と し ，

予算の範囲 内におい て交付す る 。  

２  補助金 の額に千 円未満の 端数が 生じたとき は，これ を切り

捨てるもの とする。  

（補助金の 交付の申 請）  

第６条  補 助金の交 付を受け ようと する者は， 補助金等 交付申

請 書 （ 共 通 第 １ 号 様 式 ） に 次 の 各 号 に 定 め る 関 係 書 類 を 添 え

て，市長に 提出しな ければな らない 。  

(1) 補助事業等 の計画 書（共通 第２ 号様式）  

(2) 補助事業等 の収支 予算書（ 共通 第４号様式 ）  

 (3) 補助金交 付額計 算書（別 記第 １号様式）  

 (4) その他市 長が必 要と認め る書 類  

（補助金の 交付の決 定）  

第７条  市 長は，前 条の申請 があっ たときは， 当該申請 の内容

を審査し，適当と 認めると きは補助 金の交付の 決定を行 い，補

助金等交付 決定通知 書（共 通第６号 様式）によ り通知 するもの

とする。  

（補助金の 交付）  

第８条  補 助金は， 第１０条 の規定 による補助 金の額の 確定後

におい て交 付す るもの とす る。 ただ し，市 長は ， 事 業の遂 行

上必要があ ると認め るときは ，概算 払をするこ とができ る。  

２  補助金 の申請を する者は ，前項 ただし書き の規定に よる概

算払を 受け よう とする とき は， 概算 払理由 書（ 別記 第２号 様

式）お よび 月別 収支計 画書 （別 記第 ３号様 式） を市 長に提 出

しなければ ならない 。  

（実績報告 ）  

第 ９ 条 補助金の 交付の決 定を受け た 者は ，補助事 業の完了 後，

速やかに補 助金等実 績報告書（共通 第１１号様 式）に 次の各号

に定める関 係書類を 添えて，市長に 提出しなけ ればなら ない。 

(1) 補助事業等 の実績 書（共通 第２ 号様式）  



(2) 補助事業等 の収支 決算書（ 共通 第４号様式 ）  

 (3) 補助金交 付額計 算書（別 記第 １号様式）  

 (4) その他市 長が必 要と認め る書 類  

（補助金の 額の確定 ）  

第 10 条 市長は， 前条の報 告があっ たとき は，当該報 告の内容

を審査し， 適当と認 めるとき は補助 金の額の確 定を行い ，補

助金等の額 の確定通 知書（共 通第１ ２号様式） により通 知す

るものとす る。  

（補則）  

第 11 条 こ の要 綱 に定 め る もの の ほ か必 要 な事 項 は 別に 定 める 。 

   附  則  

この要綱は ，令和 ４年１０ 月７日 か ら施行し， 令和４ 年４

月１日から 適用する 。  

 

  



別表１（第４条関係） 

補助対象経費 保育所等における給食等に係る原材料費等（※）

から給食等に係る収入を除いたもの 

※  令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に発生し

たものに限る。 

 

別表２（第５条関係） 

主食および 

副食を提供す

る施設 

７，５００円に物価上昇率（※１）を乗じ，その

額に児童数（※２）を乗じた額 

副食のみ提供

する施設 

４，５００円に物価上昇率（※１）を乗じ，その

額に児童数（※２）を乗じた額 

※１ 物価上昇率は４．６％とする。 

※２ 児童数は，令和４年４月から令和５年３月までの各月初日

に在籍する児童を合計したものとする。 

 


